
令和3年11月市議会教育厚生委員会資料

第138号議案長崎市国民健康保険税条例のー.部を改正する条例

目次

改正内容

長崎市国民健康保険税条例新旧対照表(抜粋)

参考法令等

2

3

ページ

1 ~ 2

3 ~ 1 7

18

市民健康部

令和3年11月



0



改正内容

(1)概要

地方税法等の一部改正により、子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、紬税義務
者の属する世帯内に未就学児がいる場合に当該未就学児に係る国民健康保険税の被
保険者均等割額を5割減額し、その減額相当額を公費で支援する制度が創設.されナこ。

これに伴い、地方税法施行令に新設された減額基準(改正施行令第56条の89第
3項)に従い、長崎市においても同様の減額措置を行う必要があるため、条例におい
て必要な事項を定めるものである。

併せて、法改正に伴う項番号追加等による関係条文の整理及ぴその他所要の整備を
イテう'

ア対象国保加入世帯に属する全ての未就学児

※R4対象者数見込・ 1,823人(令和3年5月末日時点)

イ地方税法施行令などで定める減額基準

(ア)減額は、未就学児(紬税義務者の世帯に属する6歳に達する日以後の最初
の.3月31日以前である国民健康保険の被保険者)につき算定した被保険者
均等割額について行うこと。

ただし、低所得者世帯に係る法定軽減措置を行う場合には、その減額後の
被保険者均等割額について本件減額を行うこと。

(イ)減額する額として条例で定める額は、当該市町村の当該年度分の国民健康
保険税に係る被保険者均等割額に10分の5を乗じて得た額を基準として定
めた額とすること。

ウ国・地方の負担割合国V2、都道府県V4、市町村V4

(2)その他所要の整備

所要の規定の整備を行うもの(条文内で規定の適用に係る読み替えを行っているもの
について一部文言の追加)

(3)施行期日等

令和4年4月1日(令和4年度以後の年度分の国民健康保険税にっいて適用し令
和3年度分までの国民健康保険税にっいては、なお従前の例による。)

その他所要の整備については、公布の日から施行。
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2 長崎市国民健康保険税条例新旧対照表(抜粋)

0長崎市国民健康保険税条例

昭和3

第1条~第7条.(略)

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額)

改正後

第8条第5条第2項の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。

(1)特定世帯(特定同一世帯所属者(国民

健康保険法第6条第8号の規定により被保

険者の資格を喪失した者であつて、当該資

格を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。)と同

ーの世帯に属する被保険者が属する世帯で

あつて同日の属する月(以下この号におい

て「特定月」という.。)以後5年を経過する

月までの間にあるもの(当該世帯に他の被

保険者がいない場合に限る。)をいう。次号、

第11条及び第28条第1項において同

じ。)及び特定継続世帯(特定同一世帯所属

者と同一の世帯に属する被保険者が属する

世帯であつて特定月以後5年を経過する月

の翌月から特定月以後8年を経過する月ま

での間にあるもの(当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。)をいう。第3号、

第11条及び第28条第 1 項において同

じ。)以外の世帯 1万8,400円

(2)・③(略)

第9条~第17条(略)

(納税義務の発生、消滅等に伴う賦課)

3年1 0月1日

条例第23号

0長崎市国民健康保険税条例

昭和33年1 0月1日

条例第23号

第1条~第7'条(略)

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額)

改正剛

第8条'第5条第2項の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする6

(1)'特定世帯(特定同一世帯所属者(国民

健康保険法第6条第8号の規定により被保

険者の資格を喪失した者であつて、当該資

格を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。).と同

ーの世帯に属する被保険者が属する世帯で

あつて同日の属する月(以下この号におい

て「特定月」という。)以後5年を経過する

月までの問にあるもの(当該世帯に他の被

保険者がい.ない場合に限る。)をいう。次号、

第11条及び第28条において同じ。)及ぴ

特定継続世帯(特定同一世帯所属者と同一

の世帯に属する被保険者が属する世帯であ

つて特定月以後5年を経過する月の翌月か

ら特定月以後8年を経過する月までの間に

あるもの(当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。)をいう。第3号、第11条

及ぴ第28条において同じ。)以外の世帯

1 万8,400円

(2)・③(略)

第9条~第17条(略)

(納税義務の発生、消滅等に伴う賦課)

第18条保険税の賦課期日後に納税義務が

発生した者には、その発生した日の属する

月から、月割をもつて算定した第5条第1

項の額(第28条の規定による減額が行わ

れた場合には、その減額後の保険税の額と

3

する。以下この条において同じ。)を課す

る。

第18条保険税の賦課期日後に納税義務が

発生した者には、その発生した日の属する

月から、月割をもつて算定した第5条第1

項の額(第28条の規定による減額が行わ

れた場合には、同条の保険税の額とする。
以下この条において同じ。)を課する。



(略)2~8

弔19条~第27条

(保険税の減額)

第28条次の各号のいずれかに掲げる保険

税の納税義務者に対して課する保険税の額

は、第5条第2項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額(当該

減額して得た額が63万円を超える場合に

は、 63万円)、同条第3項本文の後期高齢

者支援金等課税額からウ及び工に掲げる額

を減額して得た額(当該減額して得た額が

19万円を超える場合には、19.万円)並び

に同条第4項本文の介護納付金課税額から

オ及び力に掲げる額を減額して得た額(当

該減額して得た額が17万円を超える場合

には、.1 7万円)の合算額とする。

(1)法第フ 03条の5第1項に規定する

総所得金額及び山林所得金額の合算額

が、'43万円(納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及ぴ特

定同一世帯所属者のうち給与所得を有す

る者(.前年中に法第703条の5第1

に・規定する.総所得金額に係る所得税法第

28条第1項に規定する給与所得につぃ

て・同条第3項に規定する給与所得控除額

の控除を受けた者く同条第1項に規定す

る給与等の収入金額が55万円を超える

者に限る。)をいう。以下この号において

同じ。)の数及ぴ公的年金等に係る所得を

有する者'(前年中に法第703条の5第

1項に規定する総所得金額に係る所得税

法第35条第3項に規定する公的年金等

に係る所得について同条第4項に規定す

る公的年金等控除額の控除を受けた者

(年齢65歳未満の者にあつては当該公

的年金等の収入金額が60万円を超える

者に限り、年齢65歳以上の者にあつて

は当該公的年金等の収入金額が11'0万

円を超える者に限る。)・をいい、給与所得

を有する者を除く。)の数の合計数(以下

この条において「給与所得者等の数」とい

(略)

(略)2~8

弟19条~弟27条

(保険税の減額)

第28条次の各号のいずれかに掲げる保険

税の納税義務者に対して課する保険税の額

は、第5条第2項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額(当該

減額して得た額が63万円を超える場合に

は、 63万円)、同条第3項本文の後期高齢

者支援金等課税額からウ及ぴ工に掲げる額

を減額して得た額(当該減額して得た額が

19万円を超える場合には、19万円)並び

に同条第4項本文の介護納付金課税額から

オ及ぴ力・に掲げる額を減額して得た額(当

該減額して得た額が17万円を超える場合

には、 17万円)の合算額とする。

①法第703条.の5に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、 43

万円(納税義務者並ぴにその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者及ぴ特定同一

世帯所属者のうち給与所得を有する者

(前年中に法第703条の5に規定する

総所得金額に係る所得税法第28条第1

項に規定する給与所得について同条第3

項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者(同条第1項に規定する給与等

の収入金額が55万円を超える者に限

る。)をいう。,以下この号において同じ。)

の数及ぴ公的年金等に係る所得を有する

者(前年中に法第703条の5に規定す

る総所得金額に係る所得税法第35条第

3項に規定する公的年金等に係る所得に

ついて同条第4項に規定する公的年金等

控除額の控除を受けた者(年齢65歳未

満の者にあつては当該公的年金等の収入

金額が60万円を超える者に限り、年齢

65歳以上の者にあつては当該公的年金

等の収入金額力勺 10万円を超える者に

限る。)をいい、給与所得を有する者を除

<。)の数の合計数(以下この条におし・、て

「給与所得者等の数」という。)が2以上

(略)
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う。)が2以上の場合にあつては、 43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じ

た数に10万円を乗じて得た金額を加算

した金額)を超えない世帯に係る納税義

務者

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額被保険者

(第2条第2項に規定する世帯主を除

く。),1 人について 1 万7,360円

イ国民健康保険の被保険者に係る.基礎

課税額の世帯別平等割額、次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 1万2,880円

(イ)特定世帯 6,440円

(ウ)特定継続世帯 9,660円

ウ国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額被保険者(第2条第2項に規定

する世帯主を除く。) 1人について

6,650円

工国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額

(ア)、特定世帯及ぴ特定継続世帯以外

の世帯 4,830円

(イ)特定世帯 2,41 5円

(ウ)特定継続世帯 3,623円

オ介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額介護納付金課税被保険

者(第2条第2項に規定する世・帯主を

除く。) 1人について 6,090円

力介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 1世帯について.3,4

30円

②法第703条の5第1項に規定する

総所得金額及び山林所得金額の合算額

が、43万円(納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等の

の場合にあつては、 43万円に当該給与

所得者等の数から1を減じた数に10万

円を乗じて得た金額を加算し.た金額)を

超えない世帯に係る納税義務者

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額被保険者

(第2条第2項に規定する世帯主を除

<。) 1 人につい・て 1 万7,360円

イ国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額

(ア)特定世帯及ぴ特定継続世帯以外
の世帯 1万2,880円

(イ)特定世帯 6,・ 440円

(ウ)・特定継続世帯 9,660円

ウ国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額被保険者(第2条第2項に規定

する世帯主を除く。.) 1 人について

6,650円

工国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額

(ア)'特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 4,830円

(イ)特定世帯 2,415円

(ウ)特定継続世帯' 3,623円

オ介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額介護納付金課税被保険

者(第2条第2項に規定する世帯主を

除く。) 1人について 6,090円

力介護紬付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 1世帯について 3,4

30円

②法第703条の5に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、 43

万円(納税義務者並びにその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者及び特定同一

世帯所属者のうち給与所得者等の数が2
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数が2以上の場合にあつては、 43万円

に当該給与所得者等の数から1を減じた

数に10万円を乗じて得た金額を加算し

た金額).に被保険者及び特定同一世帯所

属者1人につき28万5,000円を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前号に該当する者を除く。)

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額'被保険者

(第2条第2項に規定する世帯主を除

<。) 1 人について 1.万2,400円

イ.'国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める
額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 9,200円

(イ)特定世帯 4,600円

(ウ)特定継続世帯 6,900円

ウ国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額被保険者(第2条第2項に規定

する世帯主を除く。).1 人につぃて

4,750円

工国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額次に掲げる世帯の区分.に応じ、そ

れぞれに定める額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 3,450円

(イ)特定世帯'1,725円

(ウ)特定継続世帯 2,588円

オ介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額介護納付金課税被保険

者(第2条第2項に規定する世帯主を

除く。) 1 人について 4,350円

力介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 1世帯について 2,4
50円

③法第703条の5第1項に規定する

総所得金額及ぴ山林所得金額・の合算額

が、' 43万円(納税義務者並びにその世

以上の場合にあつては、 43万円に当該

給与所得者等の数から1を減じた数に1

0万円を乗じて得た金額を加算し・た金

額)に被保険者及び特定同一世帯所属者

オ人につき28万5,000円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者

(前号に該当する者を除く。)

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額被保険者

(第2条第2項に規定する世帯主を除

<。) 1 人について'1 万2,400円

イ国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額"次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 9,200円

(イ)特定世帯 4,600円

(ウ)特定継続世帯 6,900円

ウ国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額被保険者(第2条第2項に規定

する・世帯主を除く。) 1 人について

4,750円

工国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 3,450円

(イ)特定世帯 1 725円,

(ウ)特定継続世帯 2,588円

オ介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額介護納付金課税被保険

者(第2条第2項に規定する世帯主を

除く。) 1人について 4,350円

力介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 1世帯について 2,' 4

50円

(3)法第703条の5に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、 43

万円(納税義務者並びにその世帯に属す

6



帯に属する国民健康保険の被保険者及び

特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2'以上の場合にあつては、 43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じ

た数に10万円を乗じて得た金額を加算

した金額)に被保険者及ぴ特定同一世帯

所属者1人につき52万円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者(前

2号に該当する者を除く。)

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額被保険者

(第2条第2項に規定する世帯主を除

<。) 1人について 4,960円

イ国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額・次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 3,680円

(イ)特定世帯・1,840円,

(ウ)特定継続世帯 2,760円

ウ国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額被保険者(第2条第2項に規定

する世帯主を除く。) 1人について

1 900円,

工国民健康保険の被保険者に係る.後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 1,380円

(イ)特定世帯 690円

(ウ)特定継続世帯 1,035円,

オ介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額介護納付金課税被保険

者(第2条第2項に規定する世帯主を

除く。) 1人について 1 740円

力介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 1世帯について 980

円

保険税の納税義務者の属する世帯内に6

る国民健康保険の被保険者及び特定同一

世帯所属者のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあつては、・43万円に当該

給与所得者等の数から1"を減じた数に1

0万円を乗じて得た金額を加算した金

額)に被保険者及び特定同一世帯所属者

1人につき52万円を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者(前2号に

該当する者を除く')

ア国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額.被保険者

(第2条第2項に規定する世帯主を除

<。) 1.人について 4,960円

イ国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額次に掲げる

世帯の区分に応じしそれぞれに定める額

(ア)特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 3,680円

(イ)特定世帯 1,840円

(ウ)特定継続世帯 2,.760円

ウ国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額被保険者(第2条第2項に規定

する世帯主を除く。) 1 人につぃて

1,900円,

工国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額

(ア)特定世帯及ぴ特定継続世帯以外

の世帯 1,380円,

(イ)特定世帯 690円

(ウ)特定継続世帯 1,035円

オ介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額介護納付金課税被保険

者(第2条第2項に規定する世帯主を除

<。) 1人について 1,740円

力介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 1世帯に・ついて 980

円

〔辛居幻2
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である被保険者(以下「未就学児」という。)

がある場合における当該納税義務者に対し

て課する被保険者均等割額(当該納税義務

者の世帯に属する未就学児につき算定した

被保険者均等割額(前項に規定する金額を

減額するものとした場合にあつては、その

減額後の被保険者均等割額)に限るD は、

当該被保険者均等割額から、次の各号に掲
げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額を減額して得た額とする。

(1 )

税額の被保険者均等割額次に掲げる世帯

国民健康保険の被保険者に係る基礎課

の区分に応じ、それぞれ未就学児1人にっ

いて次に定める額

ア前項第1号アに規定する金額を減額
した世帯

イ前項第2号アに規定する金額を減額

した世帯

ウ前項第3号アに規定する金額を減額

3,.720円

した世帯

工

6,200円

(2)

アからウまでに掲げる世帯以外の世

齢者支援金等課税額の被保険者均等割額

12,400円

9,920円

国民健康保険の被保険者に係る後期高

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未

就学児1人について次に定める額

ア前項第1号ウに規定する金額を減額

した世帯

イ前項第2号ウに規定する金額を減額

した世帯

ウ前項第含号ウに規定する金額を減額
した世帯

425円

二こ

2,375円

(特例対象被保険者等に係る保険税の課税

の特例)

アからウまでに掲げる世帯以外の世

4,750円

3,800円

第28条の2 保険税の納税義務者である世

帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特

例対象被保険者等 6去第703条の,5の2

第2項に規定する特例対象被保険者等をい

(ヰ割列対象被保険者等に係る保険税の課税

の特例)

第28条の2 ・保険税の納税義務者である世

帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特

例対象被保険者等 6去第703条の5の2

第2項に規定する特例対象被保険者等をい

8
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う。次条において同じ。)である場合におけ

る第6条及び前条第1項の規定の適用にっ
いては、第6条第1項中「規定する総所得

金額」とあるのは「規定する総所得金額(第

28条の2に規定する特例対象被保険者等
の総所得金額に給与所得が含まれている場

合においては、当該給与所得につぃては、

所得税法第28条第2項の規定によって計

算した金額の100分の30に相当する金

額によるものとする。次項においで同じ。)」
と、「同条第2項」とあるのは「法第3 14

条の2第.2項」と,、前条第1項第1号中「総
所得金額及ぴ」とあるのは「総所得金額(次
条.に規定する特例対象被保険者等の総所得
金額に給与所得が含まれている場合におい

ては、当該給与所得については、所得税法

第28条第2項の規定によつて計算した金

額の100分の30に相当する金額による

ものとする。次号及び第3号において同

じ。)及び」とする。
第28条の3~第3 1条(略)

附則

1 (略)

(公的年金等に係る所得に係る保険税の課
税の特例)

う。次条において同じ。)である場合におけ

る第6条及び前条の規定の適用にっいて

は、第6条第1項中「規定する総所得金額」

とあるのは「規定する総所得金額(第2β条
の2に規定する特例対象被保険者等の総所

得金額に給与所得が含まれている場合にお

いては、当該給与所得については、所得税法

第28条第2項の規定によつて計算した金

額の100分の30に相当する金額による

ものとする。,次項において同じ。)」と、「同

条第2項」とあるのは「法第314条の2第

2項」と、前条第1号中・「総所得金額」とあ

るのは「総所得金額(次条に規定する特例対

象被保険者等の総所得金額に給与所得が含

まれている場合においては、当該給与所得

については、所得税法第28条第2項の規

定によって計算した金額の100分の30

に相当する金額によるものとする。次号及

び第3号におい.て同じ。)」とする。

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属す.る

国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が、前年中に所得税法第35.条

第3項に規定する公的年金等に係る所得
(次項から附則第6項までにおいて「公的

年金等所得」という。)にっいて同条第4項

に規定する公的年金等控除額(年齢65歳
以上である者に係るものに限る。次項から

附則第6項までにおいて「特定公的年金等
控除額」という。)の控除を受けた場合にお

ける第28条第1項の規定の適用にっいて

は、同項中「法第703条の5第1項に規
定する総所得金額及び山林所得金額」とあ

るのは「法第703条の5第1項に規定す
る総所得金額炉吊尋税法第35条第3項に
規定する公的年金等に係る所得にっいて

第28条の3~第3 1条(略)

附則

1 (略)

(公的年金等に係る所得に係る保険税の課
税の特例)

2 当分の問、世帯主又はその世帯に属する

国民健康保険の被保険者若しくは特定同一

世帯所属者が、前年中に所得税法第35条

第3項に規定する公的年金等に係る所得
(次項から附則第6項までにおいて「公的

年金等所得」という6)について同条第4項

に規定する公的年金等控除額(年齢65歳
以上である者に係るものに限る。次項から

附則第6項までにおいて「特定公的年金等
控除額」という。)の控除を受けた場合にお

ける第28条の規定の適用につぃては、同

条中「法第703条の5に規定する総所得

金額及び山林所得金額」とあるのは「法第

703条の5に規定する総所得金額炉斤1昇
税法第35条第3項に規定する公的年金等
に係る所得については、同条第'2項第1号
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は、同条第2項第1号の規定によつて計算

した金額から15万円を控除・した金額によ

るものとする。)及び山林所得金額」と、

「11 0万円」とあるのは「1 25万円」と

する。

(平成18年度分の公的年金等所得に係る保

険税の減額の特例)

3 平成18年度分の保険税に限り、世.帯主

又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者が、平成17年中に公的年金等所得に

ついて特定公的年金等控除額の控除を受け

た場合であつて、平成16年中に公的年金

等所得について所得税法等の一部を改正す

る法律(平成16年法律第14号)第1条

の規定による改正前の所得税法第35条第

4項に規定する公的年金等控除額(年齢6

5歳以上である者に係るものに限る。次項

から附則第6項までにおいて、「1日法による

特定公的年金等控除額」という。)の控除を

受けたときにおける第28条第1項の規定

の適用については、前項の規定にかかわら

ず、同項中「法第703条の5第1項に規

定,する総所得金額」とあるのは、「法第70

3条の5第1項に規定する総所得金額(所

得税法第35条第3項に規定する公的年金

等に係る所得については、同条第2項第1

号の規定によつて計算した金額から28万

円を控除した金額によるものとする。)」と

する。

(平成19年度分の公的年金等所得に係る保

険税の減額の特例)

の規定によつて計算した金額から15万円

を控除した金額によるものとする。)及び

山林所得金額」と、「11 0万円」とあるの

は「1 25万円」とする。

(平成18年度分の公的年金等所得に係る保

険税の減額の特例)

3 平成18年度分の保険税に限り、世帯主

又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者が、平成17年中に公的年金等所得に

ついて特定公的年金等控除額の控除を受け

た場合であつて、平成16年中に公的年金

等所得について所得税法等の一部を改正す

る,法律(平成1 6年法律第1 4号)第1条

の規定による改正前の所得税法第35条第

4項に規定する公的年金等控除額,(年齢価

歳以上である者に係るものに限る。次項か

ら附則第6項までにおいてΠ日法による特

定公的年金等控除額」という。)の控除を受

けたときにおける第28条の規定の適用に

ついては、前項の規定にかかわらず、同項

中「法第703条の5に規定する総所得金

額」とあるのは、「法第703条の5に規定

する総所得金額(所得税法第35条第3項

に規定する公的年金等に係る所得について

は、同条第2項第1号の規定によつて計算

した金額から28万円を控除した金額によ

るものとする。)」とする。

4 平成19年度分の保険税に限り、世帯主

又はその世帯に属する国民健康保険の被

保険者が、平成18年中に公的年金等所得

について特定公的年金等控除額の控除を

受けた場合であつて、'平成16年中に公的

年金等所得について旧法による特定公的

年金等控除額の控除を受けたときにおけ

る第28条の規定の適用については、第2

項の規定にかかわらず、同項中「法第70

3条の5に規定する総所得金額」とあるの

4 平成19年度分の保険税に限り、世帯主

又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者が、平成18年中に公的年金等所得に

ついて特定公的年金等控除額の控除を受け

た場合であつて、平成16年中に公的年金

等所得について旧法による特定公的年金等

控除額の控除を受けたときにおける第28

条第1項の規定の適用については、第2項

の規定にかかわらず、同項中「法第703

条の5第1項に規定する総所得金額」とあ

10
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るのは、「法第703条の5第1項に規定
する総所得金額(所得税法第35条第3項
に規定する公的年金等に係る所得にっいて

は、同条第2項第1号の規定によって計算
した金額から22万円を控除した金額によ

るものとする。)」とする。

(略)5~6

(上場株式等に係る配当所得等に係る保険税
の課税の特例)

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若・しくは特定同一世帯所属者
が法附則第33条の2第5項の配当所得等

を有する場合における第6条、第9条、第

12条及び第28条第1項の規定の適用に
ついては、第6条第1項中「及ぴ山林所得
金額」とあるのは「及ぴ山林所得金額並び
に法附則第33条の2第5項に規定する上

場株式等に係る配当所得等の金額」と、「同

条第2項」とあるのは「法第314条の2

第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金
額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第33条の2第5項に規定する上

場株式等に係る配当所得等の金額」と、'第

28条第1項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第
33条の2第5項に規定する上場株式等に
係る配当所得等の金額」とする。

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る保険税
の課税の特伺D

は、「法第703条の5に規定する総所得
金額炉耐尋税法第35条第3項に規定する

公的年金等に係る所得にっいては、同条第

2項第1号の規定によつて計算した金額
から22万円を控除した金額によるもの

とする。)」とする。

(略)5~6

(上場株式等に係る配当所得等に係る保険税
の課税の特例)

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険・者若しくは特定同一、世帯所属者

が法附則第33条の2第5項の配当所得等
を有する場合における第6条、第9条、第1
2条及び第28条の規定の適用にっいて

は、第6条第1項中,「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附
則第33条の2第5項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と.、「同条第2
項」・とあるのは「法第3・1 4条の2第2項」
と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあ
るのは「若しくは山林所得金額又は法附則

第33条の2第5項に規定する上場株式等

に係る配当所得等の金額」と、第28条中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第33条の2第5項
に規定する上場株式等に係る配当所得等の
金額」とする

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る保険税
の課税の特例)

8 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者
が法附則第35条の2第5項の一般株式等

に係る譲渡所得等を有する場合における第
6条、第9条、第12条及び第28条第1

堕の規定の適用については、第6条第1項
中'「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第35条の2第5

項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等
の金額」と、「同条第2項」とあるのは「法

第3 14条の2第2項」と、同条第2項中
「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

8 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若し.くは特定同一世帯所属者
が法附貝リ第35条の2第5項の一般株式等
に係る譲渡所得等を有する場合における第

6条、第9条、第12条及び第28条の規定
の適用にっいては、第6条第1項中「及び山

林所得金額」とあるのはT及び山林所得金額
並びに方附則第35条の2第5項に規定す
る一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、
「同条第2項」とあるのは「法第314条の
2第2項」と、同条第2項中「又は山林所得
金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

11



は山林所得金額又は方附則第35条の2第

5項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、第28条第'1項中「及ぴ山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに方附則第35条の2第5項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と
する。

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る保険税

の課税の特例)

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくほ特定同一世帯所属者

が法附則第35条の2の2第5項の上場株

式等に係る譲渡所得等を有する場合におけ

る第6条、第9条、・第・1 2条及び第.28条

第1項の規定の適用については、第6条第

1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並ぴに法附則第35条の2

の2第5項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」と、「同条第2項」とある

のは「法第3 14条の2第2項」と、同条第

2項中.「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第35条の

2の2第5項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額」と、第28条第1項中

「及び山林所得金額」'とあるのは丁及び山
林所得金額並びに法附則第35条の2の2

第5項に規定する上場株式等に係る譲渡所

得等の金額」とする・。

(長期譲渡所得に係る保険税の課税の特例)

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同」世帯所属

者が法附則第34条第.4項の譲渡所得を有

する場合における第6条、第9条、第12

条及び第28条の規定の適用については、

第6条第1項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第2項」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第34条第4項に規

定する長期譲渡所得の金額(租税特別措置

法(昭和32年法律第26号)第33条の

4第1項若しくは第2項、第34条第1項、

第34条の2第1項、第34条の3第1項、

は法附則第35条の2第5項に規定するー

般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第2

8条中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の2

第5項に規定する一般株式等に係る譲渡所

得等の金額」.とする。

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る保険税

の課税の特例)

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が法附則第35条の2の2第5項の上場株

式等.に係る譲渡所得等を有する場合におけ

る第6条、第9条、第12条及び第28条の

規定の適用については、第6条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並ぴに法附則第35条の2の2第5項

に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第

314条の2第2項」とL 同条第2項中「又

は山林所得金額」.とあるのは.「若しくは山林

所得金額又は法附則第35条の2の2第5

項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」と、,第28条中「及ぴ山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第35条の2の2第5項に規定する上場

株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第4項の譲渡所得を有

する場合における第6条、第9条、第12

条及び第28条第1項の規定の適用につぃ
ては、第6条第'1項中 T及び山林所得金額

の合計額から同条第2項」とあるのは「及

び山林所得金額並ぴに法附則第34条第4

項に規定する長期譲渡所得の金額(租税特

別措置法(昭和32年法律第26号)第3

3条の4第1項若しくは第2項、第34条

第1項、第34条の2第 1 項.、第34条の

12

(長期譲渡所得に係る保険税の課税の特伊D



.
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3第 1項、第35条第 1項、第35条の2

第1項、第35条の3第1項又は第36条

の規定に該当する場合には、これらの規定

の適用により同法第31条第1項に規定す
る長期譲渡所得の金額から控除する金額を

控除した金額。以下この項において「控除

後の長期譲渡所得の金額」という。)の合計

額から法第31 4条の2第2項」と、'「及ぴ

山林所得金額の合計額臼とあるのは「及び

山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得

の金額の合計額 U と、同条第2項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は法附則第34条第4項に規定

する長期譲渡所得の金額」と、.第28条第

1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第3,4条第4

項に規定する長期譲渡所得の金額」とする。
(略)11

(先物取引に係る雑所得等に係る保険税の課
税の特仮D

第35条第 1項、第35条の2第1項、第

35条の3第1項又は第36条の規定に該

当.する場合には、二れらの規定の適用によ

り同法第31条第1項に規定する長期譲渡

所得の金額から控除する金額を控除した金

額。以下この項において「控除後の長期譲

渡所得の金額」という。)の合計額から法第

3 14条の2第2項」と、「及び山林所得金

額の合計額臼とあるのは「及び山林所得金

額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額(」"と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは・「若しくは山林所得金額又

は法附則第34条第4項に規定する長期譲

渡所得の金額」と、第28条中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

ぴに法附則第34条第4項に規定する長期
譲渡所得の金額」とする。

(略)11

(先物取引に係る雑所得等に係る保険税の課
税の特仮D

世帯主又はその世帯に属する国民健康12

保険の被保険者若しくは特定同」世帯所属

者が法附則第35条の4第4項の事業所

得、譲渡所得又は雑所得を有する場合にお

ける第6条、第9条、'第1 2条及ぴ第28

条第1項の規定の適用については、第6条
第1項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所.得金額並ぴに法附則第35条

の4第4項に規定する先物取引仁係る雑所

得等の金額」と、「同条第2項」.とあるのは

「法第31 4条の2第2項」と、同条第2

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は法附則第35条の4

第4項に規定する先物取引に係る雑所得等

の金額」と、第28条第1項中「及び山林所
得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

ぴに法附則第35条の4第4項1こ規定する

先物取引・に係る雑所得等の金額」とする。

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る保険

税の課税の特例)

世帯主又はその世帯に属する国民健康

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の4第4項の事業所

得、譲渡所得又は雑所得を有する場合にお

ける第6条、第9条、第12条及ぴ第28条

の規定の適用については、第6条第1項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第35条の4第4項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額」と、「同条第2項」とあるのは「法第3
14条の2第2項」と、同条第2項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山・林所

得金額又は法附則第35条の4第4項に規

定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、
第28条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第35条

の4第4項に規定する先物取引に係る雑所

得等の金額」とする。

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る保険
税の課税の特例)

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康 13

13



保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第3'3条の3第5項の事業所得

又は雑所得を有する場合における第6条、

第9条、第12条及び第28条第1項の規

定の適用については、第6条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第33条の3第5項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額」

と、「同条第2項」とあるのは「法第31.4

条の2第2項」と、同条第2項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第33条の3第5項に規定

する土地等に係る事・業所得等の金額」と、

第28条第1項中「及ぴ山林所得金額」と
あるのは「及ぴ山林所得金額並びに法附則

第33条の3・第5項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額」'とする。

(特例適用利子等に係る保険税の課税の特

伊D

保険の被保険者若しくは特定同「世帯所属

者が法附則第33条の3第5項の事業所得

又は雑所得を有する場合における第6条、

第9条、第12条及び第28条の規定の適

用については、第6条第1項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び
1.

に法附則第33条の3第5項に規定する土

地等に係る事業所得等の金額」と、'「同条第

2項」とあるのは「法第314条の2第2

項」と、同条第2項中・「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法

附則第33条の3第5項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、第28条中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所・得金額並ぴに法附則第33条の3第5項

に規定する土地等に,係る事業所得等の金

、額」とする。

(特例適用利子等に係る保険税の課税の特

伊D

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相亙主義

による所得税等の非課税等に関する法律

(昭和37年法律第144号)第8条第2

項に規定する特例適用利子等、同法第12

条第5項に規定,する特例適用利子等又は同

法第16条第2項に規定する特例適用利子

等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、ー

時所得及び雑所得を有する場合における第

6条、第9条、第12条及び第28条第1

里の規定の適用については、第6条第1項
中「及び山林所得金額の合計額から同条第

2項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に外国居住者等の所得に対する相互主義に

よる所得税等の非課税等に関する法律(昭

和37年法律第1 44号)、第8条第2項(同

法第12条第5項及び第16条第2項にお

し、て準用する場合を含む。)に規定する特

例適用利子等の額(以下この条及び第28

条第1項において・「特例適用利子等の額」

という。)の合計額から法第314条の2

14

14 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法律

(昭和37、年法律第 144号)第8条第2

項に規定する特例適用利子等、同法第12

条第5項に規定する特例適用利子等又は同

法第'16条第2項に規定する特例適用利子

等に係る利子所得、.配当所得、譲渡所得、

時所得及ぴ雑所得を有する場合における第

6条、第9条、第12条及び第28条の規定

の適用については、第6条第1項中「及び山

林所得金額の合計額から同条第2項」.とあ

るのは「及び山林所得金額並びに外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する.法律(昭和37年法

律第144号)第8条第2項(同法第12条

第5項及び第16条第2項において準用す

る場合を含む。)に規定する特例適用利子等

の額(以下この条及び第28条において「特

例適用利子等の額」という。)の合計額から

法第3 14条の2第2項」と、'「及び山林所



゛

.

第2項」と、「及び山林所得金額の合計額

(」とあるのは「及び山林所得金額並びに

特例適用利子等の額の合計額Uと、同条第

2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は特例適用利子等の

額」と、第28条第1項中「及び山林所得金
額」とあるのは「及び山林所得金額並ぴに

特例適用利子等の額」とする。

(特例適用配当等に係る保険税の課税の特

伊D

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法律第

8条第4項に規定する特例適用配当等、同

法第12条第6項に規定する特例適用配当

等又は同法第16条第3項に規定する特例

適用配当等に係る利子所得、配当所得及び

雑所得を有する場合における第6条、第9

条、第12条及び第28条第1項の規定の
適用については、第6条第1項中「及び山

林所得金額の合計額から同条第2項」とあ

るのは「及び山林所得金額並ぴに外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律第8条第4項

(同法第12条第6項及び第16条第3項

において準用する場合を含む。)に規定す

る特例適用配当等の額(以下この条及び第

28条第1項において「特例適用配当等の

額」という。)の合計額から法第314条の

2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額

(」とあるのは「及ぴ山林所得金額並びに

特例適用配当等の額の合計額(」と、同条第

2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は特例適用配当等の

額」と、第28条第1項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

特例適用配当等の額」とする。

(条約適用利子等に係る保険税の課税の特

伊D

得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所

得金額並ぴに特例適用利子等の額の合計額

U と、'同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用利子等の額」と、第28条中「及び山

林所得金額」とあ.るのは「及ぴ山林所得金額

並びに特例適用利子等の額」とする。

(特例適用配当等に係る保険税の課税の特

仮D

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が外国居住者等の所得に対する相互主義

による所得税等の非課税等に関する法律第

8条第4項に規定する特例適用配当等、同

法第12条第6項に規定する特例適用配当

等又は同法第16条第3項に規定する特例

適用配等に係る利子所得、配当所得及び雑

所得を有する場合における第6条、第9条、

第12条及び第28条の規定の適用につい

ては、第6条第1項中「及び山林所得金額の

合計額から同条第2項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に

関する法律第8条第4項.(同法第12条第

6項及び第16条第3項において準用する

場合を含む。)に規定する特例適用配当等の

額(以下この条及び第28条において「特例

適用配当等の額」という。)の合計額から法

第3 14条の2第2項」と、「及ぴ山林所得

金額の合計額(」・とあるのは「及び山林所得

金額並びに特例適用配当等の額の合計額 U

と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は特例適

用配当等の額」と、第28条中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に特例適用配当等の額」とする。

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康

(条約適用利子等に係る保険税の課税の特
例)

16

15

世帯主又はその世帯に属する国民健康



保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属
者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律

(昭和44年法律第46号。'以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等に係る

利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及

び雑所得を有する場合における第6条、第

9条、第12条及び第28条第1項の規定
の適用にっいては、第6条第1項中「及ぴ

山林所得金額の合計額から同条第2項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条
約等の実施に伴う所得税法、法.人税法及ぴ

地方税法の特例等に関する法律(昭和44

年法律第46号。以下「租税条約等実施特

例法」という。.)第3条の2の2第10項に

規定する条約適用利子等の額の合計額から

法第314条の2第2項」と、「及び山林所

得金額の合計額(」とあるのは「及ぴ山林所

得金額並び1・こ租税条約等実施特例法第3条

の2の2第10項に規定する条約適用利子

等の額の合計額(」と、同条第2項中「又は

山林所得金額」とあるのは・「若しくは山林

所得金額又は租税条約等実施特例法第3条

の2の2第1・0項に規定する条約適用利子

等の額」と、第28条第"1項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等の額」
とする。

(条約適用配当等に係る保険税の課税の特
伊D

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人.税法及び地方税法の特例等に関する法

律(昭和44年法律第46号。以下「租税

条約等実施特例法」という。)第3条の2の

2第10項に規定する条約適用利子等に係

る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第6条、

第9条、第12条及び第28条の規定の適

用については、第6条第1項中「及び山林所

得金額の合計額から同条第2項」・とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律(昭和44年法律

第46号。以下「租税条約等実施特例法」と

いう。)第3条の2の2第10項に規定す_る

条約適用利子等の額の合計額から法第31

4条の2第.2項」と、「及び山林所得金額の

合計額(」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等の額の

合計額(」と、同条第2項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は租税条約等実施特例法第3条の2の2第

10項.に規定する条約適用利子等の額」と、

第28条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施

特例法第3条の2の2第10項に規定する

条約適用利子等の額」とする。

鴫

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定伺一世帯所属

者が租税条約等実施特例法第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第6条、第9条、第12条及ぴ第

28条第1項の規定の適用にづいては、第

6条第1項中「及ぴ山林所得金額の合計額

から同条第2項」とあるのは「及び山林所得

16

(条約適用配当等に係る保険税の課税の特

例)

17 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が租税条約等実施特例法第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第6条、第9条、第12条及び第

28条の規定の適用については、第6条第

1項中「及び山林所得金額の合計額から同

条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並



゛

'

金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及ぴ地方税法の特例等に関す

る法律(昭和44年法律第46号。以下「租

税条約等実施特例法」という。)第3条の2

の2第1、2項に規定する条約適用配当等の

額の合計額から法第314条の2第2項」

と、「及び山林所得金額の合計額(」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等

実施特例法第3条の2の2第12項に規定

する条約適用配当等の額の合計額 U と、同

条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は租税条約等実

施特例法第3条の2の2第12項に規定す

る条約適用配当等の額」と、第28条第1項

中「・及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並ぴに租税条約等実施特例法第

3条の2の2第12項に規定する条約適用

配当等の額」とする。

(略)1 8~ 22

びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律

(昭和44年法律第46号。以下「租税条約

等実施特例法」という。)第3条の2の2第

12項に規定する条約適用配当等の額の合

計額から法第314条の2第2項」と、「及

び山林所得金額の合計額(」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第3条の2の2第12項に規定する条約

適用配当等の額の合計額(」と、同条第2項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は租税条約等実施特例法

第3条の2の2第12項に規定する条約適

用配当等の額」と、第28条中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第3条の2の2第

12項に規定する条約適用配当等の額」と

する。

1 8 ~ 22

附則

(施行期日)

1 この条例は、令和4年4月1日から施行す

る。ただし、第28条の2の改正規定(「「総

所得金額」を「「総所得金額及び」」に改め

「第3号において同じ。)」の次に「及び」を

加える部分に限る。)は、公布の日から施行す

(経過措置)

2

規,定を除く。)による改正後の長崎市国民健

この条例(前項ただし書に規定する改正

康保険税条例の規定は、令和4年度以後の年

度分の国民健康保険税について適用し、令和

3年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。

(略)

17



3 参考法令等

(1)地方税法第703条の5第2項

市町村は、国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に6歳に達する日'以後の最初
の3月31日以前である被保険者がある場合には、政令で定める基準に従い当該市町村の
条例で定めるところにより、当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額を減額する
ものとする。

(2)地方税法施行令第56条の89第3項

法第703条の5第2項に規定する政令で定める基準は、',次のとおりとする。

1 減額は、'被保険者均等割額(納税義務者の世帯に属する6歳に達する臼以後の最初の
3月31日以前である国民健康保険の被保険者にっき算定した被保険者均等割額(前
項に規定する基準に従い当該被保険者均等割額を減額するものとした場合にあっては、
その減額後の被保険者均等割額)に限る。次号において同じ。)にっいて行うこと。

2 減額する額として条例で定める額は、当該市町村の当該年度分の国民健康保険税に
係る被保険者均等割額に10分の5を乗じて得た額を基準として定めた額とすること。

、

、
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